
3 ­ 1 
 

令和９年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ３ 府 省 庁 名 文部科学省 

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（ 徴収規定 ） 

要望 

項目名 
一定の基準を満たす短期大学専攻科の学生を対象とする学資支給金に関する税制上の所要の措置 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 
一定の要件を満たす短期大学の専攻科の修了者に大学院入学資格を付与するとともに、当該学生を（独）日本学

生支援機構が実施する学資支給金の対象とすることを検討しているところ、関連の制度改正を前提に、当該学資支

給金について、現在対象とされている学生への学資支給金と同様、以下の措置を講ずる。 

 

・特例措置の内容 

大学等に通う学生に対して学資支給金の支給と授業料等減免を併せて実施する「高等教育の修学支援新制度」に

ついて、大学院入学資格が付与される短期大学の専攻科に通う学生にもその対象を拡大する予定であり、当該拡大

対象者への学費支給金について、現行制度と同様に徴収規定上の差押禁止等（独立行政法人日本学生支援機構法（平 

成15年法律第94号）第 17 条の５の適用対象）とする。 

 

 

 

関係条文 

 

独立行政法人日本学生支援機構法（平成 15年法律第94号）第 17条の５ 

 

減収 

見込額 

［初年度］  ―    （  ―  ）  ［平年度］   ―   （  ―   ） 

［改正増減収額］ ―                             （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

 短期大学は、全国に幅広く存在し、深く専門の学芸を教授研究し、職業や実際生活に必要な能力を有する専門

職業人材を育成する役割を担っており、卒業生の多くが幼稚園教諭や保育士等の専門的・技術的職業人材として

短期大学の所在地で従事するなど、各地域における人材養成の重要な拠点となっている。 

 一方で、人口減少や社会構造の変化等により、学生募集の停止や4年制大学への転換を行う短期大学が増えて

おり、地域や地方を支えるエッセンシャルワーカーの輩出が困難になりつつある。 

 

 また、近年の国際的な競争環境の高まりなどを受け、より高度な教育を受けた大学院修了者の増加を図ること

が喫緊の課題となっており、令和７年２月の中央教育審議会答申「我が国の「知の総和」向上の未来像～高等教

育システムの再構築～」において、多様な入学者の受入れに取り組み、一人一人の能力を全面的に引き上げる質

の高い大学院教育を推進することが示されている。 

 これらの状況等を踏まえ、一定の要件を満たす短期大学の専攻科修了者に大学院入学資格を付与することによ

り、各短期大学において、その本科（学科）の教育課程を前提としつつ、当該短期大学の強みを活かした、職業

専門分野に特化した専攻科を設置することを促進するとともに、その卒業者等の更なる深い学びへの学修ニーズ

に対応する。 

 

 

（２）施策の必要性 

 現行制度上、独立行政法人日本学生支援機構法に基づき支給される学資支給金については、学資支給金の支給

を受ける権利について差押禁止等の措置が適用されている。 

学資支給金の対象学生は経済的に困難を抱えているところ、これらの措置が適用されないとなると、授業料や

学生生活費の負担が増大することになるため、⑴の目的達成に向けては、引き続き当該措置を適用することが必

要である。 
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本要望に 

対応する 

縮減案 

― 
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今
回
の
要
望
（
税
負
担
軽
減
措
置
等
）
に
関
連
す
る
事
項 

合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

我が国の「知の総和」向上の未来像～高等教育システムの再構築～（答申）（令和７年２月21

日中央教育審議会第 255号）（抜粋）短期大学の専攻科修了者の大学院への進学ニーズ等を含

め、短期大学制度の改善の検討を行う。 

政策の 

達成目標 

各短期大学における、その本科（学科）の教育課程を前提としつつ、当該短期大学の強みを活

かした、職業専門分野に特化した専攻科の設置を促進するとともに、その卒業者等の更なる深

い学びへの学修ニーズへの対応を図る。 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

期間の定めのない措置 

同上の期間中

の達成目標 

短期大学専攻科における実務教育の充実 

政策目標の 

達成状況 

― 

 

 

 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

学資支給金の支給を受けた学生 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

新たに大学院入学資格が付与される短期大学の専攻科を非課税措置の対象とすることで、短期

大学における当該専攻科の設置が促進されるとともに、当該課程に進む学生の増加につなが

り、短期大学教育の充実や学生の更なる深い学びへの学修ニーズへの対応が可能となる。また、

学資支給金に差押禁止等の措置がなされることにより、学生の授業料及び学生生活費に係る経

済的負担が確実に軽減されることから手段として有効である。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

― 

 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

― 

 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

― 

要望の措置の 

妥当性 

短期大学は、社会の変化に即応した実践的な高等教育機関として、医療、福祉、工業等、職業

に直結する様々な分野において、社会基盤を支えるために必要不可欠な人材を輩出しており、

極めて公共性の高い学校である。 

現行制度において、専修学校の適格専攻科についても同様の税制優遇措置が講じられており、

制度の均衡の観点からも短期大学で新たに設置される専攻科においても同様の取り扱いとす

ることが必要。 
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こ

れ

ま

で

の
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負

担

軽

減

措

置

等

の

適

用

実

績

と

効

果

に

関

連

す

る

事
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

― 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

― 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

― 

前回要望時の 

達成目標 

― 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

― 

 

 

 

これまでの要望経緯 

○ 「高等教育の修学支援新制度」創設時（令和２年度税制改正要望）において、学資支給

金について差押さえ禁止等の措置について要望し、認められているところ。 

○ 「高等教育の修学支援新制度」の制度改正時（令和６年度税制改正要望）において、学

資支給金について差押え禁止等の措置について要望し、認められているところ。 

○ 専修学校の専攻科創設時（令和８年度税制改正要望）において、新たに高等教育の修学

支援新制度の対象に適格専攻科の学生が加わることに関して、差押え禁止等の措置につい

て要望し、認められているところ。 


